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２４
年
度
初
と
な
る
「
国
と
地
方

の
協
議
の
場
」
が
８
月
３０
日
、
総

理
官
邸
で
開
催
さ
れ
、
本
会
は
じ

め
地
方
六
団
体
の
代
表
が
出
席
し

た
。
当
日
は
関
谷
博
・
本
会
会
長

（
下
関
市
議
会
議
長
）
が
公
務
の

都
合
上
、
出
席
で
き
な
か
っ
た
た

め
、
渡
辺
光
雄
・
副
会
長
（
藤
沢

市
議
会
議
長
）
が
出
席
。
野
田
佳

彦
・
内
閣
総
理
大
臣
、
川
端
達
夫

・
総
務
大
臣
ら
政
府
側
代
表
と
意

見
を
交
わ
し
た
。

当
日
の
協
議
事
項
は
▽
社
会
保

障
制
度
改
革
へ
の
地
方
の
意
見
の

反
映
▽
地
域
の
経
済
・
雇
用
対
策

▽
地
域
主
権
推
進
大
綱
―
―
に
つ

い
て
の
３
項
目
�
本
紙
２
面
に
共

同
声
明
３
本
を
掲
載
。

国
と
地
方
の
協
議
の
場

３
つ
の
六
団
体
声
明
を
提
出

２５～２７年度政
府
は
８
月
３１
日
、
中
期
財
政

フ
レ
ー
ム
（
平
成
２５
年
度
〜
２７
年

度
）
を
閣
議
決
定
し
、
歳
出
の
大

枠
を
７１
兆
円
と
す
る
方
針
を
打
ち

出
し
た
。
同
フ
レ
ー
ム
は
複
数
年

度
を
視
野
に
入
れ
て
策
定
さ
れ
、

毎
年
度
の
予
算
編
成
を
実
施
す
る

た
め
の
仕
組
み
と
し
て
導
入
さ
れ

て
い
る
。

歳
入
面
で
は
、
消
費
課
税
な
ど

税
制
の
抜
本
的
な
改
革
に
つ
い

て
、
８
月
１０
日
に
成
立
し
た
社
会

保
障
・
税
一
体
改
革
関
連
法
ほ

か
、
民
主
、
自
民
、
公
明
の
三
党

合
意
に
基
づ
き
実
施
し
て
い
く
と

し
た
。
同
法
に
規
定
さ
れ
た
各
種

検
討
事
項
も
、
三
党
合
意
を
踏
ま

え
、
各
年
度
の
予
算
編
成
・
税
制

改
正
等
を
通
じ
て
検
討
し
、
所
要

の
措
置
を
講
じ
る
と
し
た
。

歳
出
面
で
は
、
歳
出
の
大
枠
と

な
る
「
基
礎
的
財
政
収
支
対
象
経

費
」
に
つ
い
て
、
恒
久
的
な
歳
出

削
減
を
実
施
し
、
少
な
く
と
も
前

年
度
当
初
予
算
の
７１
兆
円
を
上
回

ら
な
い
よ
う
で
き
る
限
り
抑
制
す

る
と
し
た
。
同
経
費
は
国
の
一
般

会
計
歳
出
の
う
ち
、
国
債
費
及
び

決
算
不
足
補
て
ん
繰
戻
し
を
除
い

た
も
の
。

中
期
財
政
フ
レ
ー
ム
を
閣
議
決
定

歳
出
の
大
枠
を
７１
兆
円
へ
と
抑
制

地
方
自
治
法
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
が
８
月
２９

日
に
参
議
院
本
会
議
で
可

決
、
成
立
し
た
。
成
立
に

伴
い
、
本
会
の
渡
辺
光
雄

・
副
会
長
（
藤
沢
市
議
会

議
長
）
は
じ
め
議
会
三
団

体
の
代
表
は
関
係
国
会
議

員
に
お
礼
活
動
を
実
施
し

た
�
面
談
者
は
下
掲
。
お

礼
風
景
は
本
紙
３
面
に
掲

載
。
な
お
、
今
回
に
先
立

ち
渡
辺
副
会
長
ら
は
８
月

９
日
、
衆
議
院
議
員
に
対

し
法
律
案
が
衆
議
院
総
務

委
員
会
で
可
決
さ
れ
た
こ

と
に
感
謝
す
る
と
と
も

に
、
本
会
議
で
の
早
期
成

立
を
要
請
。
参
議
院
議
員

へ
は
、
衆
議
院
通
過
後
の

速
や
か
な
審
議
を
求
め
て

い
た
�
本
紙
１
８
４
２
号

１
面
か
ら
３
面
に
掲
載
。

改正自治法の成立で

三三議議長長会会ががおお礼礼活活動動

要
請
先
（
順
不
同
）

【
政
府
】
▽
川
端
達
夫
・
総
務
大
臣
▽

大
島
敦
・
総
務
副
大
臣
▽
稲
見
哲
男
・

総
務
大
臣
政
務
官
▽
加
賀
谷
健
・
総
務

大
臣
政
務
官
▽
岡
本
保
・
総
務
事
務
次

官
▽
久
元
喜
造
・
総
務
省
自
治
行
政
局

長
▽
山
�
重
孝
・
総
務
省
自
治
行
政
局

行
政
課
長
【
民
主
党
】
▽
�
坂
誠
二
・

衆
議
院
総
務
委
員
会
理
事
（
総
務
部
門

会
議
座
長
）
▽
池
口
修
次
・
参
議
院
国

会
対
策
委
員
長
▽
吉
川
沙
織
・
参
議
院

総
務
委
員
会
筆
頭
理
事
【
自
由
民
主

党
】
▽
谷
垣
禎
一
・
総
裁
▽
大
島
理
森

・
副
総
裁
▽
石
原
伸
晃
・
幹
事
長
▽
塩

谷
立
・
総
務
会
長
▽
茂
木
敏
充
・
政
務

調
査
会
長
▽
菅
義
偉
・
組
織
運
動
本
部

長
▽
秋
葉
賢
也
・
副
幹
事
長
▽
石
田
真

敏
・
衆
議
院
総
務
委
員
会
筆
頭
理
事
▽

平
井
た
く
や
・
総
務
部
会
長
▽
礒
崎
陽

輔
・
総
務
部
会
部
会
長
代
理
▽
二
之
湯

智
・
総
務
部
会
副
部
会
長
（
本
会
顧
問
）

▽
中
曽
根
弘
文
・
参
議
院
議
員
会
長
▽

溝
手
顕
正
・
参
議
院
幹
事
長
▽
岩
城
光

英
・
参
議
院
政
策
審
議
会
長
▽
脇
雅
史

・
参
議
院
国
会
対
策
委
員
長
▽
世
耕
弘

成
・
参
議
院
国
会
対
策
委
員
長
代
理
▽

鶴
保
庸
介
・
参
議
院
議
員
運
営
委
員
長

▽
金
子
原
二
郎
・
参
議
院
総
務
委
員
会

筆
頭
理
事
▽
山
本
一
太
・
参
議
院
議
員

【
国
民
の
生
活
が
第
一
】
▽
主
濱
了
・

参
議
院
国
会
対
策
委
員
長
【
公
明
党
】

▽
山
口
那
津
男
・
公
明
党
代
表
▽
木
庭

健
太
郎
・
総
務
部
会
長
▽
魚
住
裕
一
郎

・
参
議
院
国
会
対
策
委
員
長
▽
草
川
昭

三
・
参
議
院
総
務
委
員
長【
み
ん
な
の
党
】

▽
小
野
次
郎
・
政
策
調
査
会
副
会
長

（昭和３６年１２月２０日第三種郵便物認可）

第1844号９月１５日平成24年
（2012年）

平成２５～２７年度における「基礎的財政収支対象軽費」
（単位：兆円）

歳出の大枠

２７年度

７１

０．９

２６年度

７１

０．９

２５年度

７１

０．９

基礎的財政収支対象経費

うち経済危機対応・地
域活性化予備費

（２４年度０．９）

冒頭あいさつする野田・総理

渡
辺
光
雄
・
本
会
副
会
長（
藤
沢
市
）

右から２人目が本会の渡辺光雄・副会長

（１） 平成２４年９月１５日 第１８４４号
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地域経済・雇用対策の充実等について

平成２４年８月３０日
地 方 六 団 体

１．地域経済・雇用対策について

我が国経済は、デフレに加え、電力供給の制約や欧州債
務危機等の影響から依然として予断を許さず、極めて異常
な円高は、産業の空洞化、地域の経済・雇用の悪化を加速
させており、適切な対策が講じられない場合は、地域経済
が極めて深刻な状況に陥る恐れがある。

こうした直面する課題に対し、政府は、さらなる円高対
策や金融緩和施策を含めたマクロ金融・経済政策を断行す
るとともに、東日本大震災からの早期復興にもつなげるた
め、企業の国内投資を促進させる空洞化対策をはじめ、中
小企業や農林漁業の振興、雇用確保に配慮した追加対策を、
補正予算の編成等を通じ、迅速に実施するべきである。

特に、雇用創出基金は毎年２０万人近い雇用を生み出し、
厳しい状況下における我が国全体の経済活動の下支えとし
て、中小企業等の人材確保や震災による離職者向けの雇用
創出等に、大きな効果を発揮している。これら基金によっ
て実施されている施策が今年度で打ち切られることとなれ
ば、深刻な雇用危機を招き、地域経済に大打撃を与え、ひ
いては上向きかけた日本経済の再生にも影響を与えかねな
い。

政府におかれては、平成２５年度以降も各種基金により支
えられてきた雇用を充実・継続できるよう、今年度補正予
算や来年度当初予算において予算を確保することを求め
る。また、非常に厳しい状況にある求職者に対する就職・
就業支援の充実を図る等、雇用の創出・確保、地域経済対
策に全力を尽くすべきである。

もとより、我々地方としては、これまで実施してきた各
地域の創意を活かした地域経済の活性化や雇用対策を引き
続き積極的に展開していくことで、責任を果たしていく。

２．平成２５年度政府予算概算要求に向けて

我が国は、東日本大震災という未曾有の国難に加え、大
きな社会・経済構造の急激な変化に直面している。平成２５
年度予算は、国と地方が連携・協力して日本を再生するた
めに非常に重要な予算であり、以下の点について特段の取
組みを求める。

�東日本大震災からの復旧・復興に全力で取り組むこと。
併せて、今後起こりうる大規模災害等に対応するため、
全国防災・減災事業を十分に実施できるよう、措置する
こと。
�被災地のみならず全国を視野に入れて、我が国経済全体
の再生を図るための実効性のある経済・雇用対策を実施
し、あらゆる手段を用いて円高・デフレ対策を断行する
こと。
�少子・高齢化の進展に対応した持続可能な社会保障制度
を、国と地方の連携・協力の下に実現していくための予
算を確保すること。
�「日本再生戦略」に基づき、農山漁村に雇用と所得を生
み出す６次産業化等に予算を重点配分すること。

社会保障・税一体改革関連法の成立について

本日、社会保障・税一体改革関連法が成立した。少子高
齢化の急速な進展や国・地方ともに極めて厳しい財政状況
の下で、国民が安心し、希望が持てる社会保障の実現が求
められていることを踏まえれば、国・地方双方にとっての
安定財源の確保は避けることのできない課題であり、今回
の法案成立を評価するものである。

ただし、消費税率の引上げの実施に当たっては、東日本
大震災の影響や厳しい地域経済の状況等に配慮するととも
に、消費税の逆進性を踏まえた低所得者への対策を講ずる
ことが必要である。また、国民の理解を得るためにも、引
き続き、国・地方を通じて徹底した行財政改革を行うとと
もに、地方分権改革を断行していかなければならない。

また、今後の社会保障制度の総合的かつ集中的な改革に
当たっては、社会保障制度運営の中核として住民と直接向
き合う地方はまさに社会保障の運営責任者であることか
ら、企画立案段階からの国と地方の緊密な連携・協力が不
可欠である。このため、「社会保障制度改革国民会議」で
の検討に地域の現場の意見を十分反映させるとともに、「国
と地方の協議の場」において真摯に議論することにより、
国と地方の力を結集し、真に国民が将来を託し得る持続可
能な社会保障制度の実現を求める。

平成２４年８月１０日
地方六団体
全 国 知 事 会 会 長 山田啓二
全国都道府県議会議長会会長 山本教和
全 国 市 長 会 会 長 森 民夫
全 国 市 議 会 議 長 会 会 長 関谷 博
全 国 町 村 会 会 長 藤原忠彦
全国町村議会議長会会長 �橋 正

地域主権改革の推進について

平成２４年８月３０日
地 方 六 団 体

政府は、地域のことは地域に住む住民が責任を持って決
めることのできる活気に満ちた地域社会を構築するため、
「地域主権改革」を政策の大きな柱に掲げてきている。

地方としては、「国と地方自治体の関係を、国が地方に
優越する上下の関係から、対等の立場で対話のできる新た
なパートナーシップの関係に改める」という方針に共感し
てきたところであり、閣議決定された「地方分権改革推進
計画」や「地域主権戦略大綱」に基づく取組みを評価する
とともに、我々も地域の活性化や住民生活の向上のため、
覚悟と責任を持って全力を挙げて取り組んできたところで
ある。

しかしながら、これまで、国と地方の協議の場の法制化
など大きな成果をもたらしたものもある一方、まだまだ不
十分な面もあり、地域主権改革は道半ばである。

政府におかれては、地方と協議し、その意見を十分反映
した「地域主権推進大綱（仮称）」を速やかに策定し、地
域主権改革を着実に進められたい。

第１８４４号 平成２４年９月１５日 （２）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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【
写
真
】
�
茂
木
敏
充
・
自

民
党
政
務
調
査
会
長
（
中

央
）
、
菅
義
偉
・
同
党
組
織

運
動
本
部
長
（
右
か
ら
２
人

目
）
�
木
庭
健
太
郎
・
公
明

党
総
務
部
会
長
�
礒
崎
陽
輔

・
自
民
党
総
務
部
会
部
会
長

代
理
�
草
川
昭
三
・
参
議
院

総
務
委
員
長
�
脇
雅
史
・
自

民
党
参
議
院
国
会
対
策
委
員

長
（
中
央
）
、
世
耕
弘
成
・

同
党
参
議
院
国
会
対
策
委
員

長
代
理
（
左
か
ら
２
人
目
）

�
二
之
湯
智
・
自
民
党
総
務

部
会
副
部
会
長
（
本
会
顧

問
）
�
石
田
真
敏
・
参
議
院

総
務
委
員
会
筆
頭
理
事
	
平

井
た
く
や
・
自
民
党
総
務
部

会
長


�
坂
誠
二
・
衆
議
院

総
務
委
員
会
理
事

厚
生
労
働
省
は
毎
年
５
月
５
日

の
子
ど
も
の
日
か
ら
１
週
間
を

「
児
童
福
祉
週
間
」
と
定
め
、
児

童
福
祉
の
理
念
の
普
及
・
啓
発
の

た
め
、
各
種
行
事
を
行
っ
て
い
ま

す
。
２５
年
度
の
児
童
福
祉
週
間
に

向
け
厚
生
労
働
省
で
は
、
象
徴
と

な
る
標
語
を
募
集
し
ま
す
。
概
要

は
以
下
の
と
お
り
。

▽
募
集
期
間
�
２４
年
９
月
３
日
〜
１０
月

２２
日
▽
募
集
内
容
�
元
気
で
頑
張
る
子

ど
も
た
ち
を
応
援
す
る
標
語
や
未
来
に

向
け
て
の
子
ど
も
た
ち
か
ら
の
メ
ッ
セ

ー
ジ
と
な
る
標
語
▽
主
催
者
�
厚
生
労

働
省
、
（
社
福
）
全
国
社
会
福
祉
協
議

会
、
（
財
）
こ
ど
も
未
来
財
団
▽
お
問

い
合
わ
せ
先
�
（
財
）
こ
ど
も
未
来
財

団

研
修
調
査
部

標
語
募
集
係
�
０３

（
５
５
１
０
）
１
８
３
３

子
ど
も
の
日
で
標
語
募
集

改改正正自自治治法法のの成成立立でで
与与野野党党関関係係者者とと面面談談

厚労省

①

③

⑤

②

④

⑥

⑦

⑧

⑨

（３） 平成２４年９月１５日 第１８４４号（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報



トトピピッッ
ククスス

義
務
標
準
法
の
一
部
を
改
正
す

る
法
律
が
平
成
２３
年
４
月
に
施

行
。
同
法
は
公
立
の
義
務
教
育
学

校
の
学
級
編
制
や
教
職
員
定
数
な

ど
の
標
準
を
定
め
た
も
の
。
施
行

に
よ
り
、
小
学
校
１
年
生
で
３５
人

以
下
の
学
級
が
実
現
し
た
が
、
小

学
校
２
年
生
以
降
の
学
年
で
は
３５

人
以
下
の
学
級
は
見
送
ら
れ
た
。

我
が
国
の
１
ク
ラ
ス
あ
た
り
の

子
ど
も
の
数
は
諸
外
国
と
比
べ
多

い
。
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
「
図
表
で
見
る
教

育
（
２
０
１
０
年
版
）
」
を
見
る

と
諸
外
国
と
の
違
い
が
鮮
明
に
表

れ
て
い
る
�
表
参
照
。

現
状
に
対
し
、
国
民
は
少
人
数

学
級
を
望
ん
で
い
る
。
文
科
省
が

２２
年
に
実
施
し
た
「
今
後
の
学
級

編
制
及
び
教
職
員
定
数
に
関
す
る

国
民
か
ら
の
意
見
募
集
」
の
結
果

を
見
て
も
明
ら
か
。
結
果
に
よ
れ

ば
回
答
者
の
実
に
６
割
が
望
ま
し

い
義
務
教
育
の
ク
ラ
ス
編
成
の
規

模
を
２６
人
〜
３０
人
と
し
て
い
る
。

少
人
数
学
級
の
利
点
を
文
科
省

は
▽
学
生
の
理
解
度
や
興
味
に
応

じ
、
き
め
細
か
な
指
導
が
可
能
▽

教
員
と
児
童
生
徒
の
間
の
関
係
が

緊
密
化
し
生
徒
が
先
生
に
対
し
悩

み
や
相
談
を
打
ち
明
け
や
す
い
―

―
な
ど
と
指
摘
す
る
。
実
際
、
平

成
１３
年
度
よ
り
少
人
数
学
級
を
導

入
し
て
い
る
秋
田
県
で
は
生
徒
の

学
力
が
向
上
。
ま
た
、
１４
年
度
よ

り
導
入
し
て
い
る
山
形
県
で
も
小

学
校
不
登
校
児
童
数
（
出
現
率
）

の
減
少
、
欠
席
率
が
低
下
す
る
な

ど
効
果
が
出
て
い
る
�
詳
細
は
文

科
省
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
教
育
欄
（
小

学
校
・
中
学
校
・
高
等
学
校
）
参

照
。少

人
数
学
級
へ
移
行
す
る
に

は
、
教
職
員
の
十
分
な
確
保
等
が

必
要
と
な
る
。
こ
れ
ら
は
義
務
教

育
費
国
庫
負
担
金
に
よ
り
一
部
賄

わ
れ
て
い
る
。

し
か
し
、
１８
年
度
の
制
度
改
正

に
よ
り
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制

度
の
国
庫
負
担
率
は
、
２
分
の
１

か
ら
３
分
の
１
へ
と
引
下
げ
ら
れ

た
。
結
果
、
自
治
体
の
財
政
を
圧

迫
し
て
い
る
。
意
見
書
で
は
、
今

後
と
も
国
が
主
導
し
て
少
人
数
学

級
を
推
進
し
、
義
務
教
育
費
国
庫

負
担
割
合
を
２
分
の
１
に
復
元
す

る
こ
と
を
求
め
て
い
る
。

こ
の
ほ
ど
本
会
で
は
、
６
月
定
例
会
の
「
意
見
書
・
決
議
の
議
決
状
況
」
を
ま
と
め
た
。
本
紙
で
は
今

号
か
ら
２
回
に
分
け
議
決
状
況
を
掲
載
す
る
。
「
上
」
で
は
、
「
少
人
数
学
級
の
実
現
、
平
成
２５
年
度
教

育
予
算
の
確
保
、
義
務
教
育
費
国
庫
負
担
制
度
の
堅
持
・
拡
充
」
が
１
５
５
件
で
最
多
。

少
人
数
学
級
の
実
現
な
ど
義
務
教
育
関
係
が
最
多

６６
月月
定定
例例
会会
のの
意意
見見
書書
・・
決決
議議
のの
状状
況況
（上）

６月定例会意見書・決議の議決状況（上） （２４．５．１～７．３１）

決 議
【税・財政】 【 ７１】 【 ０】
○地方財政の充実・強化 ４７ ―
○社会保障と税の一体改革による消費税増税 １６ ―
に反対、慎重な対応
○その他 ８ ―
【地方行政・議会・選挙】 【 ２８】 【 １０】
○地域主権改革による「国の出先機関廃止」 １９ ―
の再検討を求める
○基礎自治体への円滑な権限移譲に向けた支 ４ ―
援策の充実
○その他 ５ １０
【医療・保健衛生】 【 １０２】 【 ０】
○「こころの健康を守り推進する基本法（仮称）」 ２９ ―
の制定
○けいれん性発声障害（ＳＤ）の研究・治療 １８ ―
等の推進
○国民健康保険制度における国庫負担の見直 １６ ―
し・増額
○任意ワクチンの定期接種法への位置づけ、 ５ ―
予防接種制度に係る費用負担の見直し
○乳幼児・子どもの医療費助成・無料化 ５ ―
○脳脊髄液減少症の保険適用と治療研究 ４ ―
○医師・看護師・介護職員の労働条件・環境 ４ ―
改善による安全・安心の医療・介護の実現
○その他 ２１ ―
【教育・文化】 【 １８９】 【 １４】
○少人数学級の実現、平成２５年度教育予算の １５５ １
確保、義務教育費国庫負担制度の堅持・拡充
○北海道教育委員会「新たな高校教育に関する １１ ―
指針」の見直しと地域や子どもの実態に応じ
た高校づくりの実現
○第３２回オリンピック競技大会及び第１６回パラ １ ３
リンピック競技大会の東京招致
○その他 ２２ １０
【農林・水産】 【 ５２】 【 １】
○ＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携協定）に ２７ １
交渉参加反対・慎重な対応
○森林・林業・木材産業施策の積極的な展開 １１ ―
○深刻化する野生鳥獣・病害虫の被害防止対 ６ ―
策の充実
○その他 ８ ―
【公害・環境保全】 【 ２２６】 【 １３】
○原子力発電に依存しないエネルギー政策へ １１１ ―
の転換、再生可能エネルギーの導入促進に
向けた環境整備
○原子力発電所の再稼働反対・安全対策と慎重 ５３ １
な対応
○放射線等による被害対策の早期実施、被災者 ２２ １
に対する支援の継続・充実
○災害廃棄物の広域処理に対する対策・推進 １４ ９
○水俣病被害者の救済及び水俣病問題の解決に １０ ―
関する特別措置法の申請期限延長等
○建設業従事者のアスベスト被害者の早期救済 ６ ―
・解決
○その他 １０ ２
【合 計】 【 ６６８】 【 ３８】
【総合計】 【１，２５９】 【 ５４】

意見書件 名

議会

中学校
（前期
中等教育）

３３．０人

２３．７人

（OECD「図表で見る教育（２０１０年版）」）

小学校
（初等
教育）

２８．０人

２１．６人

日 本

OECD
平均

第１８４４号 平成２４年９月１５日 （４）（第三種郵便物認可）全 国 市 議 会 旬 報
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